ハンドマイク演説参考例（市外　知事選、県議選用）二〇一一年一月十二日改定　党県政策宣伝センター

　

　●●のみなさん、こんにちは。日本共産党●●支部（後援会）です。この場所をお借りして、日本共産党の訴えをさせていただきます。よろしくお願いいたします。

　来年（今年）は、２月に知事選、４月に県議選、市議選がある地方選挙の年です。今、不景気の影響がくらしを直撃し、深刻な経済危機にあるもとで、どの候補、どの党がくらしと経済を立て直すことができるのかが問われています。

　国政では、民主党政権は国民に公約した総選挙での国民の願いを完全に裏切って、古い自民党政治の新しい担い手となり、内閣支持率は２０％に落ち込んでいます。先に行われた茨城県議選で民主党は「惨敗」しました。自民党も６議席減らしました。これは、国民のみなさんが、「二大政党」そのものに対して失望し、新しい政治を真剣に模索しているということではないでしょうか。

　愛知県政は、自民･公明が神田県政の与党ですが、民主党も予算案などにすべて賛成し、事実上の「オール与党｣となっています。大企業を応援する一方で、県民への生活支援の予算を削減し続け、その結果愛知県はひどいことに、福祉、医療、教育の分野で全国で最低水準となっています。

 こういうなかでおこなわれる知事選、県議選の最大の争点は、「オール与党」による大企業中心の県政をつづけるのか、「県民が主人公」の政治へ転換するか―です。知事選へ出馬する顔ぶれを見ると、自民、民主、みんなの党がそれぞれ候補者を擁立し、河村市長と連携する候補もいますが、いずれの候補も従来の「オール与党」県政がすすめてきた大企業応援、福祉切り捨ての「オール与党勢力」そのものです。ですから、今回の知事選の本当の対決構図は、四人のオール与党勢力が推す候補者と、県民が主人公の県政に転換する、日本共産党や革新県政の会が推せんする、愛知県知事候補、どい敏彦さんということではないでしょうか。

　日本共産党・革新県政の会推薦のどい敏彦知事予定候補と日本共産党の○○県議予定候補は、くらしと経済を立て直す県政にするために、仕事づくりと雇用確保をすすめる「緊急提案」をしています。

　第一は、地域経済を応援し仕事と雇用を増やします。住宅リフォーム経費の一部を県で助成する制度をつくります。秋田県では、二十二億円の予算で、二十倍以上の五百十二億円の経済効果が出ると予測しています。人口七倍の愛知県が実施すればその経済効果は約三千億円に及びます。また、中小企業の設備のリース代など固定費への助成や、公共施設の増設や改修で雇用を拡大します。新卒者の無職者への直接支援をします。

　第二は、負担軽減や福祉の充実で家計をあたためます。将来への不安をなくし消費を拡大、景気をよくします。国保税（料）は一人あたり一万円引き下げ、七十五歳以上と中学生の医療費を無料化します。特別養護老人ホームを増やし介護負担を軽減します。保育園を増やし私立高校授業料は県独自の無償化を実現します。
　第三に、どい敏彦県知事予定候補と日本共産党は、全国二位の愛知県の財政力を生かし、設楽ダムなどのムダを見直せば財源は十分にあると考えます。この財源を生かし、家計と中小企業という内需を温めて、愛知県民のくらしと経済をたてなおします。

　こんどの県知事選、県議選は、県や市町村など地方自治体のあり方、議会のありかたも大きく問われています。どい県知事候補と日本共産党は、県が福祉、産業振興、防災など県民のいのちとくらしを守る本来の仕事を果たすとともに、憲法と地方自治を守る立場から、議員報酬の適切な引き下げ、海外視察の中止など、県民のために働く議会に改革します。
住民の利益を守るために、国政や財界にもおおいに働きかけます。農林漁業と地域経済を壊してしまうＴＰＰに反対しストップするためにがんばります。地方自治をこわす道州制の動きは危険です。国の悪政に立ち向かい、財界にも正規雇用の拡大など働きかけます。
　みなさん、国政でも明らかなように、政権交代しても政治が変わらないのは、民主党も公明党も、みんなの党も古くなった大企業応援の自民党政治と違いがないからです。県知事選でも、元自民党衆議院議員や民主党の高級官僚出身の人たちは、財界本位の輸出産業頼み、大型開発推進、道州制めざす点でかわりはありません。
こんどの県知事選と、４月の県議選で、ご一緒に大企業応援の県政から、内需をあたためて仕事と雇用を増やし、福祉最優先・県民が主人公の県政へと大もとから転換しましょう。
そのために、今年二月の県知事選には、日本共産党推薦のどい敏彦予定候補、四月の県議選には○○予定候補に大きなご支持、ご支援をよろしくお願いします。

